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この資料の説明

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

（前提）
・この資料は、議案資料中の計算書類における要点を簡潔明瞭にまとめることを目的に作成しました

（凡例）
・記載するページ番号は、この議案資料下部に記載のページに対応
・以下のとおり括弧を使い分け（図表など一部除く）

【〇〇○】会計上の拠点区分（２㌻の総括表を参照）
「〇〇〇」勘定科目、主に中科目

・勘定科目の説明については、以下の表を用います

①ページ番号：議案資料中のページ番号。「※」はその他の記載が複数ページの合算であることを表す。
②会計区分 ：議案資料右上の“事業・拠点”に従い【〇〇○】で表記（法人単位の場合を除く）
③勘定科目 ：議案資料に従い「〇〇○」で表記
④～⑤ ：それぞれ議案資料に準拠、単位は円（②で複数区分を記載の場合は合算額）
⑦補足説明欄：増減の理由や積算根拠などの特に説明を要する事項を記載

①ページ番号 【②会計区分】 「③勘定科目」 ④前年度決算額 （⑤増減額） ⑥当年度決算額

⑦補足説明欄



支出の部・概要

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

総額 1億9,719万8,473円

前年度比 ＋1,174万916円（6.33％）

法人単位の決算額推移                                                             (単位：円)

189,004,247 
176,314,113 

194,571,979 

163,989,406 
176,489,575 

185,457,557 

197,198,473 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



主要科目などの構成割合
（単位：円）

支出の部・概要

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

支出全体の７割を占める人件費支出は、退職金関連経費を除くと、人員減少に伴い微減となった。在
宅福祉サービスの単価および利用実績の上昇により事業費支出が、また、単年度事業である業務用パソ
コン入替関連費用の計上により事務費支出がそれぞれ前年比増額となった。

人件費支出の推移 （単位：円）

事業費支出の推移   （単位：円）

事務費支出の推移 （単位：円）

支出の部

197,198,473 人件費

141,287,809 

71.65%

事業費

22,718,880 

11.52%

事務費

28,113,397 

14.26%

その他

5,078,387 

2.58%

123,920,702 124,285,268 
150,180,198 

114,126,138 
127,266,349 131,111,884 

141,287,809 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

16,823,184 
10,984,203 12,649,148 

16,737,742 18,565,414 
22,414,325 

22,718,880 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

33,671,966 36,057,662 

24,939,741 27,676,021 
24,612,793 26,844,871 

28,113,397 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



支出の部 － 主要科目の説明①

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

➢人件費支出 1億4,128万7,809円（前年比＋1,017万5,925円）
※ ※法人全体 「職員給料支出」 84,637,100 （△1,575,302） 83,061,798

・通年で勤務した常勤職員数が23人→22人に減員したことに伴い、所要額が減少した。

21㌻ 【法人運営】 「退職給付支出」 347,518 （＋11,689,157） 12,036,675

・退職者２名に対する退職一時金支給額合計。
・支出総額の６％（勤続年数が長い職員であったことから、多額の計上となった）

➢事業費支出 2,271万8,880円（前年比＋30万4,555円）

39㌻
61㌻

【在宅福祉サービス事業】
【高齢者等サポート拠点】 「業務委託費支出」

1,785,960
10,630,992

（△ 654,890）
（＋1,807,648）

1,131,070
12,438,640

・利用登録状況に応じた、配食サービスおよび外出支援サービスの外注経費の実績額。
・大熊拠点外出支援サービスにおいて特例利用がかさんだこと、並びにいわき拠点両サービスにおける実績および単価上昇を要因

として科目全体として前年比増額となった。



支出の部 － 主要科目の説明②

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

21㌻ 【法人運営】 「業務委託費支出」 391,650 （＋3,432,000） 3,823,650

・単年度事業である、業務用パソコン30台分の設定構築業務（330万円）を要因に増額となった。

21㌻ 【法人運営】 「車輛運搬具取得支出」 0 （＋691,457） 691,457

・日赤救援車輌の更新費用の一部を、日常的に使用する本会支出として計上した。
→総額300万円、日赤県支部補助および日赤町分区積立金の不足額

➢事務費支出 2,811万3,397円（前年比＋126万8,526円）

➢その他の支出

21㌻ 【法人運営】 「基金積立資産支出」 900,000 （△360,000） 540,000

・寄付金の受納実績に応じた本年度の基金組入れ額。



収入の部・概要

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

総額 2億107万1,177円

前年度比 ＋1,181万331円（6.24％）

法人単位の決算額推移                                                             (単位：円)

192,986,117 
181,050,867 

199,174,124 

164,623,275 
180,741,926 

189,260,846 

201,071,177 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



主要科目などの構成割合
（単位：千円）

収入の部・概要

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

退職一時金支給に付随する収入計上（1,200万円）を除いた収入は、前年度横這いとなった。主要な
収入の状況として、福島県社協は生活支援相談員配置人員の減少に伴い減額、町補助金および受託金は
人件費および事業経費の上昇に伴いそれぞれ増額となった。

町補助金収入の推移 （単位：円）

町受託金収入の推移 （単位：円）

県社協受託金収入の推移 （単位：円）

収入の部

201,071,177 

町補助金

69,867,000 

34.75%

町受託金

48,326,000 

24.03%

県社強受託金

61,483,699 

30.58%

その他

21,394,478 

10.64%

62,077,000 59,737,000 
48,335,000 48,743,000 

58,012,000 
66,398,000 

69,867,000 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

20,433,186 
28,211,000 

35,119,000 38,813,000 38,731,000 
44,169,000 

48,326,000 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

103,958,634 
85,080,551 

76,694,789 71,249,621 70,659,321 68,780,492 

61,483,699 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



収入の部 － 主要科目の説明①

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

※ ※法人全体 「市区町村補助金収入」 66,398,000 （＋3,469,000） 69,867,000

・他の財源措置が困難な法人運営事業およびボランティア活動事業、並びに高齢者サポート拠点事業における配置職員の町診療所
出向対応経費、生活支援相談員配置事業における受託金措置超過部分の補填としての実績額。

・法人運営における人件費増額分と業務用パソコン入替設定構築費用の計上に伴って、前年比で増額となった。

※ ※法人全体 「市区町村受託金収入」 44,169,000 （＋4,157,000） 48,326,000

・町からの受託する４事業：①「生活支援体制整備事業」(29㌻)、②【在宅福祉サービス事業】(39㌻)、③【高齢者等サポート拠
点事業】(61㌻)の③大熊拠点事業および④いわき拠点事業の契約に基づく交付金額の合算として計上している。

・各事業共通で人件費増額分、加えてサポート大熊拠点事業における外注経費の上昇が要因となって、前年比で増額となった。

※ ※法人全体 「都道府県社協受託金収入」 68,780,492 （△7,296,793） 61,483,699

・福島県社協から事務等を受託する３事業：①あんしんサポート(【法人運営】(21㌻)計上)、②生活福祉資金貸付事業(【生活援
助資金貸付事業】(53㌻)計上)、③【生活支援相談員配置事業】(67㌻)の交付金等の合算として計上している。

・うち、【生活支援相談員配置事業】における配置人員の減少に伴い減額となった。

→上記の合計 1億7,967万6,699円 →収入全体の89.35％

➢ 主要な収入（決算による実績は後述）



収入の部 － 主要科目の説明②

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

21㌻ 【法人運営】
「退職手当積立基金預け金差益」 0 （＋3,288,151） 3,288,151

「退職給付引当資産取崩収入」 676,487 （＋8,129,080） 8,805,567

・退職一時金の支給原資として交付実績に応じて計上した。

21㌻ 【法人運営】 「社会福祉事業基金積立資産取崩収入」 1,520,000 （＋150,000） 1,670,000

・自主事業等の財源として会計年度中に取り崩した額を計上した。
・活用事業の詳細は、事業計画６ページを参照のこと。

21㌻ 【法人運営】 「寄附金収入」 781,385 （＋124,352） 905,737

・寄付金（一般および御遺志の合算）の受納実績に応じて計上した。

➢ その他の収入



補助金および受託金の実績（精算状況）

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

財源種別 被交付額(円) 決算額(円) 備考

町運営補助金 69,867,000 69,160,974 706,026円の返還

町生活支援体制整備事業受託金 7,435,000 7,435,353 不足分は自己資金充当

町在宅福祉サービス事業受託金 6,275,000 6,057,540 217,460円の返還

町サポートセンター事業受託金
※サポート大熊拠点事業

17,070,000 16,634,610 435,390円の返還

町応急仮設住宅地域高齢者等サポート拠点事業
※サポートいわき拠点事業

17,546,000 17,062,548 483,452円の返還

県日常生活自立支援事業事務費等交付金 195,000 196,643 不足分は自己資金充当

県生活福祉資金事務費等交付金 1,073,500 1,077,316 不足分は自己資金充当

県生活支援相談員配置事業受託金 60,215,199 59,605,884 609,315円の返還

➢ 本会の主要な収入である補助金および受託金の決算における実績は下表のとおり。

→上記のうち、返還を要する資金すべてで精算が完了している。
（町関連 令和８年４月28日付け、福島県社協 令和８年５月７日付け）



社会福祉事業基金の活用状況等

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

➢ 増減および活用事業等一覧に関しては、令和７年度事業報告６ページを参照のこと。

➢ （保有資産に関する特記事項）
・確実性の高い有価証券による運用益の獲得を目的として、昨年同様に定期預金の一部を、福島県が発行する
公債である「福島復興県民債」へ振り替えた。

・これによる保有資産の概況は下表のとおり。

前（令和６）年度末 当（令和７）年度末

定期預金 36,890,000 定期預金 30,760,000

→ （期中組入 ＋540,000）

（期中取崩 △1,670,000）

福島県債 6,000,000 福島県債 11,000,000

合 計 42,890,000 合 計 41,760,000



支払資金残高の増減 － 図解

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

3,803,289

▲ 370,000
735,737

▲ 237,322
▲ 59,000

前年度末残高 当年度基金組入額 次年度基金組入準備資金 事業活動における支出超過額 貸付原資の調整額 当期末残高

3,872,704

→次(令和８)年度
へ繰越し

➢ 収入総額 201,071,177円 － 支出総額 197,198,473円 ＝ 当期末支払資金残高 3,872,704円



支払資金残高の増減 － 補足

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

➢ ［当年度基金組入額］および［次年度基金組入準備金］
・受領した寄付金等は基金として組み入れるを規定しているが、予算措置の関係上、前年10月～当年９月の実
績により当年度の組入れ額を確定している。

・そのため、前(令和６)年度下半期に収入計上した寄付金は前期末支払資金残高に含まれる形で当(令和７)年
度に繰り越されていた。

・以上の金額を、当年度の基金組入れの財源に充当したことからマイナス要因として記載している。
・同様に、当(令和７)年度下半期に収入計上した寄付金を次(令和８)年度の基金組入れ原資としてプラス要因
と記載している。

➢ ［受託事業活動における支出超過額］
・流動的な支出の少ない補助事業および受託事業において、精算の事務処理を簡略化するために、収入を上回
る支出を予算措置している。

・決算において、支出超過部分は自己資金を充当することとなるため、当該超過額をマイナス要因として記載
している。

・また、補助および受託事業の措置対象外経費、および自主事業経費のうち基金充当になじまない支出につい
ても、自己資金を充当することとなるため、同様にマイナス要因として記載している。

➢ ［貸付原資の調整額］
・生活援助資金貸付事業における当年度中の資金の増減（「償還金収入」△「貸付金支出」）を記載している。
・当(令和７)年度においては支出が上回ったことから、マイナス要因としている。



その他、計算書類全般に関する説明

社会福祉法人
大熊町社会福祉協議会

➢ 資金収支計算書に関する事項
○（再掲）退職一時金関連で収支ともに、およそ1,200万円の計上があった。この数字を除いた決算額は、収支
ともに前年度から横這いとなった。
→職員減に伴う人件費支出の減額が、その他事業経費の所要額増を上回ったことによる。

➢ 事業活動計算書に関する事項
○固定資産に計上する器具及び備品１件の廃棄処分を行った。
・対象物件 給与パソコン（平成30年２月取得）
・処分理由 業務用パソコンの更新により、後継機器の整備が完了したため
・会計上の処理 耐用年数が経過した物件であることから、計算書類に計上されていた備忘価額１円を除却

○活動増減差額の改善 前期△2,695,236円→△553,585円（＋2,141,651円）
・加入する退職共済事業のうち、全国社協の会計上の取扱いとして、資産の部・積立資産に掛金累計額を、
負債の部・引当金に要支給額をそれぞれ計上することと定められている。

・対象職員の勤続年数が長期になると、負債計上額が上回り、活動増減差額のマイナスが拡大していく要因
となる。

・本年度の退職一時金支給により、資産と負債の差が圧縮したことにより、活動増減差額の改善につながっ
た。
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